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避難所の課題
1. トイレ、寝床、食事、衛生の物理的環境改善に

まつわる災害救助法の適切な運用

2. 「避難者自身が躊躇なく」避難所の運営に参加
するためのサポート体制づくり（きっかけ・や
り方・必要物品の調達）

3. 一般避難所における「要配慮者スペース」の設
置と運用のための24時間対応の医療（看護・リ
ハ）・福祉専門職の派遣

4. 特に在宅福祉サービス停止時の代替支援の創出
（一次預かり・食事・入浴・移動支援）

5. 自主避難所へのマンパワーの派遣体制づくり

6. 在宅等避難者への支援拠点としての機能の整備
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食事について
• ドーナツ、ジャムパン、アンパン、メロン

クリームパン…甘い物中心を1日3食配。
給賞味期限との闘い。「残すともったいな
いから皆さん我慢して食べて下さい」と言
わざるを得ない現場の職員の苦悩

• ご飯を食べようとしたら箸が折れた、唐揚
げが固くて食べることが辛い…

※電子レンジの導入＝電力不足、長蛇の列が
でき混乱するのでは？という懸念で実現せず。

※ゴミ箱には残飯の山。「もったいない」か
ら弁当の発注は消極的にならざるを得ない。

※ある自治体では、温かい食事の提供を「贅
沢」と明言した職員も 3



「セントラルキッチン」（仮設給食センター）
を大規模災害時の食の支援のスタンダードに

●穴水町から飲食店業者へ委託
委託先：①穴水町飲食店組合

②県外飲食店
●メニューは町管理栄養士が作成
●食材は町内スーパーから購入
●調理人、デリバリードライバーは

失業中の町民を雇用
●2か所で毎夕食600～800食提供費用

は全て「国費」でまかなっている

災害救助法が適切に運用されれば、

自治体で調理・配給が全て賄える
＝早い、温かい、栄養価が高い、経済・雇用
促進

災害関連死・健康被害防止に直結
民間との連携、県・内閣府リエゾンから被災自治体
へのきめ細かいサポートが実現のポイントに
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寝床について

• 簡易ベッドは、10日～2週間以内の

導入を目指す

• 別途導入時には、敷布団（マット）、

掛布団、まくら、リネンも同時期に
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避難者の活動量（家事に相当する役割・参加の機会）を減らさない
生活環境の維持・向上／避難者の心身の活発化／尊厳の保持
＝「災害関連死」防止、生活再建への助走づくりへの効果

即席にできたコミュニティをいかに動かす力を地域が身に着けるか
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避難所・被災者の声（老々介護の限界）
「妻の認知症が進行、傍から離れない」

●地震が起きてから5歳も歳を
取った気がする。避難所が閉
所になり寂しさと不安が募る。

●妻が認知症だから何をする
にも1人にできない。自分の指
示を妻がどこまで理解してい
るのか…。

●町のデイサービスは営業停
止で再開の目途も立っていな
い。夜は2時間ぐっと寝て目が
覚めての繰り返し。ゆっくり
できるのはその2時間だけ。
（80代・男性）
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まずは、できるだけ誰が、どこで、どのような状態
でいるのか個人を特定、紙に記録し関係者と共有
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避難所・被災者の声（自主避難所）
「避難所運営、もう限界」

●食事づくり、掃除、高

齢者の世話。。。60代女

性への負担の偏り

●自衛隊による毎日の物

資運搬により在宅等避難

者への支援も実施

●避難所の構造、自治力、

要配慮者の有無等に合わ

せて応援行政職員等の派

遣対象にできないか？
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被災高齢者等把握事業
• 3月5日より開始。2割程度が
断水、ボイラー、エコキュー
ト破損によりトイレ・入浴・
食事に支障

• 5月より2週間に1回「災害
ケース検討会議」開催

• ニーズピックアップ（食、物
資、医療・福祉、災害VC、公
的支援制度、お金、家修繕
等）後の支援のつなぎ先の目
途と、つなぐための仕組みづ
くりが必要（避難所がこれら
のニーズの一部にでも答えら
れる場所には、まだなりきれ
ていない） 10
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